
第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.3.0

款 項 目

10 1 1

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

歳入
（特定財源）

0 0

実施(Do)

○学校教育・社会教育・学校給食などについて審議し、各教育施策について活
発に意見交換を行った。学校訪問や行事、研修会などは中止となるものも多
かった。

年度 R2決算額 R3決算額

歳出 1,099 1,152

改善方法
○新型コロナウィルによる感染症対策やタブレットを活用した学習の開始など教
育環境は、日々変化しており、最新の動向について研修する場が必要である。

○新型コロナウィルスによる感染症の拡大防止のため、中止となった研修会や協
議会が多かったが、今後も積極的に研修に参加し、最新の教育施策について情
報収集を行う。

〇地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２条に基づき設置し、同法第
２１条に掲げる事務を管理し、執行する。

〇教育委員会は、教育長及び教育委員で構成され、教育行政における重要事
項や基本方針を決定する。
〇具体的には、学校教育の振興、生涯学習・社会教育の振興、芸術文化の振
興、スポーツの振興、文化財の保護等に関する事項となる。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題

一般会計

基本目標 １　つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち 政策 ３ 未来を担う子どもたちを育むまちづくり 施策 (１) 子どもたちの生きる力を育む教育の推進

令和３年度 事業区分 －

教育委員会運営事務
根拠法令

予算科目
会計

教育委員会費
行政計画

事業名

11010101  所管課 教育委員会事務局  学校教育課 事業年度

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
〇定期的に教育委員会会議を開催して、教育環境を取り巻く課題の解決や教
育施策等の審議を行う。
〇町長と教育委員会による「総合教育会議」を開催し、教育施策の方向性を共
有する。

〇教育を取り巻く環境は、日々変化しており、研修などに積極的に参加し、常に
最新の情報を収集する意欲的な人材の確保が必要である。

〇小中学校・社会教育などの教育施策を策定・審議するため、教育行政に深い
関心と熱意をもった人材確保・育成をおこなう。

実施(Do)

○教育委員会会議の定期開催
○町長と教育委員会との「総合教育会議」による教育施策の方向性の共有

○学校教育等の教育施策の方向性が明らかになる。 ○教育全般における町の方向性が整った教育施策が推進できる。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終）
教育委員会開催等活動回数 目標値 40 40

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

単位： 回/年 達成率 60.0% 0.0% 単位：

目標値

実績値 40 24 実績値

単位：

達成率

実績値➤
目標値

達成率単位： 達成率

実績値

目標値



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.3.0

款 項 目

10 1 2

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

歳入
（特定財源）

934 504

実施(Do)

○教職員の研修を実施し、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー
の役割や活用方法を周知すた。また、児童生徒・保護者に相談先の案内を配付
した。

年度 R2決算額 R3決算額

歳出 18,639 19,649

改善方法
○新型コロナウィルスによる感染症への心配などから、登校に不安を感じる児童
生徒が増えている。よりきめ細かいサポート体制が必要である。

○スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラーと連携し、学校・保護者・
児童生徒のサポートを行う。また、スクールロイヤーによる相談体制を引き続き用
意する。

〇小・中学校の教育全般における運営を円滑に行い、地域や他団体と一体とな
り、教育全般の向上を図る。

〇次年度入学予定幼児の健康診断等を行う。
〇子供の適正な就学先を判定する教育支援委員会を開催する。
〇不登校及び問題行動等をする児童・生徒に対し、指導・助言をする。
〇特別支援学級・学校やPTA活動の補助を行う。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題

一般会計

基本目標 １　つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち 政策 ３ 未来を担う子どもたちを育むまちづくり 施策 (１) 子どもたちの生きる力を育む教育の推進

令和３年度 事業区分 －

教育総務事務
根拠法令

予算科目
会計

教育総務費
行政計画

事業名

11010201  所管課 教育委員会事務局  学校教育課 事業年度

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラーを配置し、就学環境や心
理面に問題を抱える児童生徒の相談体制の充実を図り、学校と連携して、いじ
め、不登校、暴力行為等の問題行動の未然防止や早期対応を行った。

○スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーによる就学環境に問題を
抱える児童生徒の課題解決や、心理面での相談体制は、今後も継続・充実して
いく必要がある。

○増加する傾向にある就学環境に問題を抱える児童生徒及び学校を支援する
ため、スクールソーシャルワーカー・スクールカウンセラー・スクールロイヤーによ
る相談体制を強化する。

実施(Do)

○次年度入学予定幼児の健康診断等の実施
○子供の適正な就学先を判定する教育支援委員会の開催
○不登校及び問題行動等をする児童・生徒に対する指導・助言
○特別支援学級・学校やPTA活動の支援

○児童・生徒にあわせた適正な就学環境を支援できる。
○不登校等の児童・生徒に対する支援が広がる。
○特別支援学級・学校やPTA活動が充実する。

○様々な児童・生徒に応じた安全・安心に教育が受けられる環境が整う。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終）
スクールソーシャルワーカー活動
事績

目標値 1,000 1,300

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

96 139

単位： 時間/年 達成率 103.3% 0.0% 単位：

不登校児童・生徒数 目標値 60 60

実績値 1,272 1,033 実績値

単位：

人 達成率

実績値➤
目標値

達成率単位： 回/年 達成率 121.7% 0.0%

実績値 834 1,217

スクールカウンセラー活動事績 目標値 1,000 1,700



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.3.0

款 項 目

10 1 3

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

歳入
（特定財源）

25,707 25,949

実施(Do)

○定員を超える申し込みがあったため、年度当初には待機が発生する学童保育
所もあったが、２学期中にはすべて解消した。
○安全安心な学童保育を行うため感染症対策備品消耗品を配置した。
○放課後児童支援員の資格取得を支援し、５名が新たに資格を取得した。

年度 R2決算額 R3決算額

歳出 28,827 35,396

改善方法
○安定した学童保育所の運営のため人材の確保と指導員の資質向上が必要で
ある。
○支援を要する児童の入所も増えており、対応できる体制が必要である。

○今後も指導員の資質向上のため、放課後児童支援員資格研修をはじめ、研
修の受講を支援する。
〇処遇改善を行い、人材確保を行う。

〇小学生の児童を持つ保護者が安心して就労できるように、また、病気等の保
護者の負担軽減のため、子育てを支援する。

〇平日の下校時から午後7時まで、及び土曜日や長期休暇の午前8時から午後
7時まで、保護者に代わって児童の保育を行う。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題

➤
待機児童数 目標値

達成率

70

単位： 達成率

実績値

目標値 70

104

単位： 人

人 達成率 100.0% 0.0%

実績値 146

単位：

保育児童数 目標値 640 680

実績値 79.3 85.0 実績値

年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終）
希望者保育率 目標値 85.0 90.0

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

560 640

単位： ％ 達成率

○小学生を対象とした学童保育所の運営管理
○放課後児童支援員の資格取得支援

○児童の放課後の安全・安心な保育環境が確保できる。 ○児童の健全育成を図ることができる。
○小学生の児童を持つ保護者が、安心して就業することができる。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
〇子育て世代のニーズの増加と対象の学年の拡大に伴い、定員を超える申込
がある学童保育所が増えている。そのため２学童保育所の増築工事を行い１２０
名の定員増を実施した。

○今後の子育て世代の定住確保のために、ニーズの高い保育内容の充実が必
要となっており、学童保育所について、申込者数が増加しているため、保育室の
増設と、指導員の確保が必要となっている。

〇今後の学童保育のニーズを見極め、施設の増改築を計画する。
〇質の高い保育を継続するため指導員の研修と確保に努める。
〇受け皿を拡大するため民間の施設等の支援に努める。

実施(Do)

一般会計

基本目標 ３　誰もが安心して幸せに暮らせるやすらぎのまち 政策 ２ 子育て世代が明るく暮らせるまちづくり 施策 (１) 安心して子育てできる環境づくりの推進

令和３年度 事業区分 －

学童保育所運営事業
根拠法令

予算科目
会計

学童保育費
行政計画

事業名

11010402  所管課 教育委員会事務局  学校教育課 事業年度



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.3.0

款 項 目

10 2 1

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

歳入
（特定財源）

215,782 21,246

実施(Do)

○学校に感染症対策費を配当し、安心できる学校運営を支援した。
○支援を要する児童の対応やきめ細かな指導を行うため学校支援員を配置し
学校運営をサポートした。
○タブレットによる学習環境を整備するため、ICT支援員の派遣やタブレット消耗
品の配付を行った。

年度 R2決算額 R3決算額

歳出 430,468 215,322

改善方法
○学校で必要な感染症対策用品は準備することができた。
○学校支援員によるサポートにより、きめ細かな指導を行うことができた。また教
職員の負担を軽減することができた。
○ICT支援員によるサポートでタブレットの活用に取り組むことができた。

○今後もタブレットを活用した学習の推進のためにICT支援員の配置、通信環境
の整備、備品・消耗品の継続した整備が必要である。

〇教育基本法、学校教育法等に基づき、６〜１２歳までの子どもに教育を行な
う。
〇教育の充実・推進を図るため。

〇町立小学校において教育活動を行うための学校運営に関する事業。
〇支援員等の人的な配置や授業で児童が使用する消耗品・教材備品の配置、
保健衛生、及び学校施設の管理などを行う。
○GIGAスクール構想を実現するため、1人1台配置したタブレット端末の活用を
すすめる。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題

一般会計

基本目標 １　つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち 政策 ３ 未来を担う子どもたちを育むまちづくり 施策 (１) 子どもたちの生きる力を育む教育の推進

令和３年度 事業区分 重点P（持続成長）

小学校運営事業
根拠法令

予算科目
会計

学校管理費
行政計画

事業名

11020101  所管課 教育委員会事務局  学校教育課 事業年度

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○学校への運営支援として、各校に学校支援員の配置を行い、学力向上のため
の少人数指導や増加する特別支援学級における支援等を行った。また、消耗品
費の確保、教材備品の充実を行った。

○タブレット端末や電子黒板等のICT 機器を活用した学習活動を効果的に行う
ためにICT支援員を活用する。
○学校運営協議会を中心に地域との連携を深め、信頼される学校づくりに取り
組んでいく必要がある。

〇教育現場でICTを効果的に活用するために、教職員の研修及び環境の整備を
継続して行う。
〇学校運営を支援するため、必要な学校支援員・学校備品を各学校に配置す
る。地域とともにある学校つくりのための学校運営協議会を充実させるため協議
員の人材育成・確保が必要である。

実施(Do)

○学校運営に関する支援員の配置・活用
○学校運営の消耗品、備品等の調達
○学校設備の整備・充実・維持
○学校医等と連携した児童・生徒の健康維持と安全確保

○児童が安全で健やかに学習できる運営体制や運営環境が充実する。 ○学校運営の向上により、児童の学力向上、健やかな身体の育成が図られる。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終）
支援員の配置数 目標値 24 24

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

目標値

実績値 24 25

単位： 人 達成率 104.2% 0.0% 単位： 達成率

➤
達成率

実績値

単位： 達成率 単位：

目標値

実績値 実績値

目標値



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.3.0

款 項 目

10 2 1

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

歳入
（特定財源）

82,264 675,254

実施(Do)

〇児童増・特別支援学級増に対応するため、粕屋中央小学校校舎増築工事設
計委託を行った。
〇老朽化した施設を改修するため、仲原小学校第２期大規模改造工事、粕屋
中央小学校第1期大規模改造工事、粕屋中央小学校擁壁改修工事を行った。

年度 R2決算額 R3決算額

歳出 91,503 764,960

改善方法
○学級数の増加や学校施設の老朽化が進む状況で、校舎増築及び教室改造
による教室確保、大規模改造工事による施設・設備の更新を行う必要がある。

○新年度に向けた教室確保のため、学級編成の状況を各学校と確認し、工事が
必要なものを把握して実行していく。
○校舎増築、施設老朽化対策については、町内の小・中学校全体で計画を立
て、実行していく。

〇児童が健康かつ安全で豊かな学習をするため。 〇安全・安心で使いやすい学校施設とするための整備を行う。
〇児童増・特別支援学級増に対応するための校舎増築等を行う。令和3年度は
粕屋中央小学校の校舎増築工事設計委託を行う。
〇老朽化した施設の改修を行う。令和3年度は、仲原小学校第２期大規模改造
工事、粕屋中央小学校第1期大規模改造工事を行う。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題

一般会計

基本目標 １　つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち 政策 ３ 未来を担う子どもたちを育むまちづくり 施策 (１) 子どもたちの生きる力を育む教育の推進

令和３年度 事業区分 R3重点

小学校施設整備事業
根拠法令

予算科目
会計

学校管理費
行政計画

事業名

11020102  所管課 教育委員会事務局  学校教育課 事業年度

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○増加する児童生徒数に対応するため、校舎増築工事を実施するとともに、老
朽化する校舎の長寿命化や安全で快適な学習環境を提供するための大規模な
改造を実施した。

○児童生徒数の増加、特に特別支援学級の増加による教室の確保が今後取り
組んでいく喫緊の課題となっており、児童生徒が安全かつ安心して学習できる環
境整備が必要となっている。

〇児童数・クラス数の増加に対応するための教室等の整備が必要である。老朽
化した学校施設の改修を行い安心安全な学習環境を整える。新しい生活様式
に対応するため施設の改良を行う。

実施(Do)

○安全・安心で使いやすい学校施設の環境整備
○児童増に対応した校舎増築等
○老朽化した施設の改修

○状況に応じた学校施設の環境が改善される。 ○児童が安全で快適に教育を受けることができる施設になる。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終）
大規模改造件数 目標値 2 2

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

3,552 3,493

単位： 件 達成率 100.0% 0.0% 単位：

児童数 目標値 3,500 3,500

実績値 1 2 実績値

単位：

人 達成率 99.8% 0.0%

実績値➤
目標値

達成率単位： 達成率

実績値

目標値



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.3.0

款 項 目

10 2 2

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

歳入
（特定財源）

7,125 6,281

実施(Do)

○家庭でもタブレットを活用した学習が行えるように、就学援助費のオンライン学
習通信費を増額し、家庭での学習環境の整備の支援を行った。

年度 R2決算額 R3決算額

歳出 59,960 64,507

改善方法
○タブレットを活用することで、新型コロナウィルスによる感染症等で学校に登校
できない児童の健康観察や学習保証を行うことができた。

○今後もタブレットを活用した学習が効果的に行われるために、学校・家庭・地域
での通信環境の整備と継続したサポート体制が必要である。

〇小学校教育を円滑かつ適正に行い、児童に学力を修得させるとともに、体力
をつけ健康な体づくりを目指す。
〇経済的に就学困難な児童の保護者へ援助を行う。

〇ＡＬＴ（外国語指導助手）活用、英語専科指導員の活用による英語指導を行
う。
〇知能検査や学力検査を行う。
〇経済的な理由で児童が就学困難な家庭に就学費の援助を行う。
〇研究指定校に調査研究に必要な経費を補助する。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題

一般会計

基本目標 １　つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち 政策 ３ 未来を担う子どもたちを育むまちづくり 施策 (１) 子どもたちの生きる力を育む教育の推進

令和３年度 事業区分 －

小学校教育振興事業
根拠法令

予算科目
会計

教育振興費
行政計画

事業名

11020201  所管課 教育委員会事務局  学校教育課 事業年度

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○子どもたちの確かな学力の育成のため、学力テストの実施、外国語指導助手
の配置など、学力向上のための取組みを実施した。

○社会動向に対応した子どもの「生きる力」を育てるため、学力向上と社会ニー
ズに対応した教育の推進が求められる。
○子どもの貧困や経済格差による教育機会の格差などが全国的な課題となって
おり、経済的な理由で就学困難な世帯への就学援助等の支援が求められる。

〇英語教育や学力向上のための施策を継続して実行する。　経済的な理由で
就学が困難な家庭に就学援助等の支援を実施する。

実施(Do)

○学力検査による学力の状況の把握、学校教育の指導・改善
○AＬＴ（外国語活動助手）の配置による英語指導の実施
○経済的な理由で就学困難な家庭に対する就学支援

○指導方法の工夫改善を行うことで学力向上が期待できる。
○ＡＬＴの活用により、英語教育の学力向上が図られる。
○就学困難な家庭の円滑な就学ができるようになる。
○教育課題の解決や教師の指導力向上、学校の活性化が見込まれる。

○すべての子どもたちが等しく学べる教育環境が整い、学力の向上と社会に対
応した「生きる力」を育むことができる。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終）
就学援助者数 目標値 525 525

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

100.0 100.0

単位： 人 達成率 98.7% 0.0% 単位：

［施策］全国学力・学習状況調査における国
の平均正答率以上の教科の割合

目標値 100.0 100.0

実績値 521 518 実績値

100.0

50.0

単位： ％

％ 達成率

実績値 50.0➤
［施策］全国体力・運動能力、運動習慣等調
査における国の平均値以上の種目の割合

目標値

達成率

75.0

単位： 達成率

実績値

目標値



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.3.0

款 項 目

10 3 1

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

歳入
（特定財源）

100,779 13,223

実施(Do)

○学校に感染症対策費を配当し、安心できる学校運営を支援した。
○支援を要する生徒の対応やきめ細かな指導を行うため学校支援員を配置し
学校運営をサポートした。
○タブレットによる学習環境を整えるため、ICT支援員の派遣やタブレット消耗品
の配付を行った。

年度 R2決算額 R3決算額

歳出 197,644 118,441

改善方法
○学校で必要な感染症対策用品は準備することができた。
○学校支援員によるサポートにより、きめ細かな指導を行うことができた。また教職員
の負担を軽減することができた。
○ICT支援員によるサポートでタブレットの活用に取り組むことができた。

○今後もタブレットを活用した学習の推進のためにICT支援員の配置、通信環境
の整備、備品・消耗品の継続した整備が必要である。

〇教育基本法、学校教育法等に基づき、小学校教育の基礎の上に３年間の教
育を行なう。
〇教育の充実・推進を図るため。

〇町立中学校において教育活動を行うための学校運営に関する事業。
〇支援員等の人的な配置や授業で生徒が使用する消耗品・教材備品の配置、
保健衛生、及び学校施設の管理などを行う。
○GIGAスクール構想を実現するため、1人1台配置したタブレット端末の活用を
すすめる。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題

一般会計

基本目標 １　つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち 政策 ３ 未来を担う子どもたちを育むまちづくり 施策 (１) 子どもたちの生きる力を育む教育の推進

令和３年度 事業区分 重点P（持続成長）

中学校運営事業
根拠法令

予算科目
会計

学校管理費
行政計画

事業名

11030101  所管課 教育委員会事務局  学校教育課 事業年度

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○学校への運営支援として、各校に学校支援員の配置を行い、学力向上のため
の少人数指導や増加する特別支援学級における支援等を行った。また、消耗品
費の確保、教材備品の充実を行った。

○タブレット端末や電子黒板等のICT 機器を活用した学習活動を効果的に行う
ためにICT支援員を活用する。
○学校運営協議会を中心に地域との連携を深め、信頼される学校づくりに取り
組んでいく必要がある。

〇教育現場でICTを効果的に活用するために、教職員の研修及び環境の整備を
継続して行う。
〇学校運営を支援するため、必要な学校支援員・学校備品を各学校に配置す
る。地域とともにある学校つくりのための学校運営協議会を充実させるため協議
員の人材育成・確保が必要である。

実施(Do)

○学校運営に関する支援員の配置・活用
○学校運営の消耗品、備品等の調達
○学校設備の整備・充実・維持
○学校医等と連携した児童・生徒の健康維持と安全確保

○生徒が安全で健やかに学習できる運営体制や運営環境が充実する。 ○学校運営の向上により、生徒の学力向上、健やかな身体の育成が図られる。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終）
支援員の配置数 目標値 6 6

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

目標値

実績値 5 6

単位： 人 達成率 100.0% 0.0% 単位： 達成率

➤
達成率

実績値

単位： 達成率 単位：

目標値

実績値 実績値

目標値



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.3.0

款 項 目

10 3 1

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

歳入
（特定財源）

115,846 16,500

実施(Do)

〇児童増・特別支援学級増に対応するため、粕屋中学校の校舎増築工事設計
委託、各中学校の教室間仕切り工事を行った。
〇老朽化した施設を改修するため、粕屋東中学校体育館外壁部分改修工事を
行った。

年度 R2決算額 R3決算額

歳出 118,339 20,624

改善方法
○学級数の増加や学校施設の老朽化が進む状況で、校舎増築及び教室改造
による教室確保、大規模改造工事による施設・設備の更新を行う必要がある。

○新年度に向けた教室確保のため、学級編成の状況を各学校と確認し、工事が
必要なものを把握して実行していく。
○校舎増築、施設老朽化対策については、町内の小・中学校全体で計画を立
て、実行していく。

〇生徒が健康かつ安全で豊かな学習をするため。 〇老朽化の対応及び豊かな教育環境にするための施設改修を行う。
〇生徒増に対応するために施設整備を行う。令和3年度は粕屋中学校の校舎
増築工事設計委託を行う。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題

一般会計

基本目標 １　つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち 政策 ３ 未来を担う子どもたちを育むまちづくり 施策 (１) 子どもたちの生きる力を育む教育の推進

令和３年度 事業区分 －

中学校施設整備事業
根拠法令

予算科目
会計

学校管理費
行政計画

事業名

11030102  所管課 教育委員会事務局  学校教育課 事業年度

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○増加する児童生徒数に対応するため、校舎増築工事を実施するとともに、老
朽化する校舎の長寿命化や安全で快適な学習環境を提供するための大規模な
改造を実施した。

○児童生徒数の増加、特に特別支援学級の増加による教室の確保が今後取り
組んでいく喫緊の課題となっており、児童生徒が安全かつ安心して学習できる環
境整備が必要となっている。

〇生徒数・クラス数の増加に対応する教室等の整備が必要である。新しい生活
様式に対応するため施設の改良を行う。

実施(Do)

○安全・安心で使いやすい学校施設の環境整備
○生徒増に対応した校舎増築等
○老朽化した施設の改修

○状況に応じた学校施設の環境が改善される。 ○生徒が安全で快適に教育を受けることができる施設になる。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終）
大規模改造件数 目標値 0 1

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

1,422 1,572

単位： 件 達成率 0.0% 単位：

生徒数 目標値 1,600 1,650

実績値 0 0 実績値

単位：

人 達成率 98.3% 0.0%

実績値➤
目標値

達成率単位： 達成率

実績値

目標値



第5次粕屋町総合計画　後期基本計画　事務事業シート ver.3.0

款 項 目

10 3 2

１．事務事業の取組方向

➤ ➤

２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

歳入
（特定財源）

1,705 2,693

実施(Do)

○家庭でもタブレットを活用した学習が行えるように、就学援助費にオンライン学
習通信費を増額し、家庭での学習環境の整備の支援を行った。

年度 R2決算額 R3決算額

歳出 46,182 60,245

改善方法
○タブレットを活用することで、新型コロナウィルスによる感染症等で学校に登校
できない生徒の健康観察や学習保証を行うことができた。

○今後もタブレットを活用した学習が効果的に行われるために、学校・家庭・地域
での通信環境の整備と継続したサポート体制が必要である。

〇中学校教育を円滑かつ適正に行い、生徒に学力を向上させるとともに、体力
をつけ健康な体づくりを目指ざす。
〇経済的に就学困難な生徒の保護者へ援助を行う。

〇ＡＬＴ（外国語指導助手）活用による英語指導を行う。
〇中学生全員の学力検査を行う。
〇経済的困窮家庭に就学費の援助を行う。
〇研究指定校に調査研究に必要な経費を補助する。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題

一般会計

基本目標 １　つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち 政策 ３ 未来を担う子どもたちを育むまちづくり 施策 (１) 子どもたちの生きる力を育む教育の推進

令和３年度 事業区分 －

中学校教育振興事業
根拠法令

予算科目
会計

教育振興費
行政計画

事業名

11030201  所管課 教育委員会事務局  学校教育課 事業年度

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法 事業費（千円）

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○子どもたちの確かな学力の育成のため、学力テストの実施、外国語指導助手
の配置など、学力向上のための取組みを実施した。

○社会動向に対応した子どもの「生きる力」を育てるため、学力向上と社会ニー
ズに対応した教育の推進が求められる。
○子どもの貧困や経済格差による教育機会の格差などが全国的な課題となって
おり、経済的な理由で就学困難な世帯への就学援助等の支援が求められる。

〇英語教育や学力向上のための施策を継続して実行する。
〇経済的な理由で就学が困難な家庭に就学援助等の支援を実施する。

実施(Do)

○学力検査による学力の状況の把握、学校教育の指導・改善
○AＬＴ（外国語活動助手）の配置による英語指導の実施
○経済的な理由で就学困難な家庭に対する就学支援

○指導方法の工夫改善を行うことで学力向上が図られる。
○ＡＬＴの活用により、英語教育の学力向上が図られる。
○就学困難な家庭の円滑な就学ができるようになる。
○教育課題の解決や教師の指導力向上、学校の活性化が見込まれる。

○すべての子どもたちが等しく学べる教育環境が整い、学力の向上と社会に対
応した「生きる力」を育むことができる。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終）
就学援助者数 目標値 225 225

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R3年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

100.0 100.0

単位： 人 達成率 125.8% 0.0% 単位：

［施策］全国学力・学習状況調査における国
の平均正答率以上の教科の割合

目標値 100.0 100.0

実績値 239 283 実績値

100.0

37.5

単位： ％

％ 達成率

実績値 50.0➤
［施策］全国体力・運動能力、運動習慣等調
査における国の平均値以上の種目の割合

目標値

達成率

75.0

単位： 達成率

実績値

目標値


